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研究成果の概要（和文）：本研究は、市場経済における仲介機能について、雇用や婚姻・小売など分野をまたい
で横断的に考察することによって、一般理論を定立することを目的とした。その最終目標は達成できていない
が、とくに、婚姻市場や小売市場における分散的なマッチング･メカニズムについて新たなデータを作成するこ
とに成功し、理論的問題点や実証的特徴についてまとめることができた。また、雇用市場や養子市場・不動産市
場についても、旧来からの研究蓄積を収集/整理し、政策仲介の重要性についてもとくに雇用政策について実証
的裏付けを得ることができた。

研究成果の概要（英文）：In this research, we investigated in the economic mechanism of intermediary,
 by comparing among the matching markets of employment, marriage, retail, real estate, and 
foster-children.　Although we have not yet reached the general theory of intermediaries, we 
succeeded in constructing new evidences about marriage markets and retail markets. These new 
findings imply the crucial points for theoretical consideration and empirical studies on 
intermediary. Besides, a new aspect on the intermediary, the role of policy intermediary, sheds 
light on the fact that there are still non-negligible workers who do not know their own employment 
status in the Japanese labor markets.

研究分野： 労働経済学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
婚姻市場と小売市場について作成したデータセットは、労働経済学や開発経済学の分野の中でもユニークな性格
をもつ。とくに婚姻市場についてのデータは、過去の経済産業省が作成したデータとの比較可能性にも注意が払
われており、近年の婚姻市場の変化について一定の統計的事実を示唆することができた。また、政策仲介分野で
の研究は、雇用契約期間という労働法規制において最も基礎的かつ必要な知識すら曖昧な被用者が少なからずい
ることを明らかにし、政策遂行に際して仲介を通じて社会的知識を共有する重要性が示唆された。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

摩擦がない理想的な市場では、仲介行為は必要ないし仲介者は存在しない。しかし、仲介行為
は、経済社会が円滑に機能するために、あらゆる局面で必要であることに異論はないだろう。
この直感的な合意は、異なる業種を横断的に貫く仲介の一般的論理が察知されるがゆえである。
しかし現実には、各々の業界は制度的背景がかなり異なり、「仲介をどう制度化するべきか」「そ
もそもなぜ仲介が必要なのか」という素朴な疑問に対しては、データに即した十分説得的な回
答が用意できていないのが実情である。 

２．研究の目的 

本研究の目的は、市場経済の縁の下の力持ちである「仲介者（matchmaker）」について、実証
的な研究に基づき一般的な論理を探求することにある。具体的には、(A)雇用仲介、(B)結婚お
よび養子縁組仲介、(C)不動産仲介、(D)卸売･小売、(E)政策仲介の 5 つの分野を取り上げ、仲
介のメカニズムとそれを司る組織に注目する。政府統計などの既存データのほか、独自に実施
する調査を通じて各々の制度的与件や実態を把握し、「インセンティブ」や「コーディネーショ
ン」というキーワードで一口に括られがちだったこれらの仲介を貫通する論理を、事実に基づ
きながらより広く探求し、政策提言につなげる。 

３．研究の方法 

本研究は、(A)雇用仲介、(B)結婚･養子仲介、(C)不動産仲介、(D)卸売･小売、(E)政策仲介にそ
れぞれ研究分担者を配し主体的に研究を遂行する一方、研究代表者が中心になってセミナーシ
リーズを開催することで相互の情報共有を図る。とくに、外国居住の理論研究に秀でた研究協
力者の協力を仰ぎ、適宜理論的な動機を参照しながら研究を進めることに意を払う。(A)(C)に
ついては既存の業務データを中心に平成 28 年度より分析を先行させ、(B)(D)については独自
のサーベイを平成 29 年度および平成 30 年度に実行して、(E)とともにデータの蓄積に努める。 

４．研究成果 

(A)雇用仲介については、まず労働市場における仲介の役割を捉えるために、転職行動に関する
データ分析を行った。次に雇用仲介会社より業務データを借用し、分析に取り掛かった。研究
協力者に助力を仰ぎながら、仲介者がいかに求職者の留保水準に働きかけるかという論点を定
め、仲介業の社会厚生に対する貢献を推定する方向で議論を進めた。より具体的には、求人と
求職がどのような組み合わせでマッチングを試み、結果としてどのようなマッチングが成立す
るか、誘導系と構造系の推定の両方を試みることに決した。誘導系の推定については、地域変
数に注目して整理を進めた。構造系の推定に関しては、あらたに共同研究者を加え、2019 年 5
月現在、論文を執筆中である。同時に、研究協力者を中心に、Directed Search の枠組みによ
る仲介業の規模分布に関する理論モデルを利用し、無料の公共紹介の有無が営利紹介の事業形
態に及ぼす影響を理論的に検討した。 

(B)結婚仲介に関しては、まず監督官庁である経済産業省、業界団体である JMIC ならびに 4つ
の結婚情報サービス事業者にヒアリングを実施することから開始した。その結果、事業者によ
って業態が多様なことがわかり、調査対象を事業者のみならず事業所に属する被用者にも拡げ
る必要があることが示唆された。さらに、JMIC と詳細な打ち合わせののち、2018 年 2月から 3
月にかけて結婚仲介業に関する事業所調査を行った。サンプリングには JMIC に加入する各会社
あるいは組合傘下の事業所を用いると同時に、電話帳によって調査対象を追加し、実情把握に
努めた。同時に、結婚仲介事業の利用者に対してもインターネット調査を行い、事業所と利用
者の両側から観察するデータを整えた。その結果は「平成 29年度結婚情報サービス業調査に関
する報告書」として一橋大学経済研究所から Discussion Paper として公開しているが、主な知
見をまとめると以下のようになる。 

まず、統計的分析の結果、伝統的な仲人･紹介型では会員数の増加に対する成婚退会者数の比率
が比例的にしか増加しないことが示される一方、データ･マッチング型では会員数の増加に伴い
成婚退会者数の増加がより顕著になるという、規模の経済性が発生していることが確認される
など、貴重な事実発見に貢献することができた。また、各業態のサービスのうち、お見合いへ
の同伴などマッチングに直接介入するサービスよりは、パーティの設定やカウンセリングの実
施など、求婚者を間接的に後押しするサービスのほうが成婚に結びつく可能性も示唆され、婚
姻仲介のメカニズムについての知見を積み重ねられたといえる。2009 年調査との比較において
は、料金体系が年額や一括払いから、月極に移行しつつあることが指摘できる。同時に、料金
や会員数について男女差が縮小していることも、今回の調査での発見のひとつである。ネット
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ワークの整備やフランチャイズの普及など、参入障壁が軽減したことなどによってか、事業者
の新規参入が小規模事業者を中心に活発である兆候も確認された。業界全体が拡大するなか、
利用者の偏りが解消しつつあることを示しているとまとめることができる。また、利用者調査
からは、データマッチング型の利用が減少する一方で、女性のインターネット型の利用が増え
たことが示唆された。総じて、結婚情報サービス業のもつイメージも改善されつつあるが、事
業者が念頭におく業界の問題意識は以前と大きく変わっていない。利用者からみた業界のイメ
ージの変化に、事業者が自分たちにもっているイメージの変化がついていっていないかもしれ
ない点は特徴的である。利用者調査からは、業態間の利用者の移行も確認された。すなわち、
利用者がある事業者に見切りをつけたあとでは、業態内で別の事業者に変更するよりも、利用
する業態を変える可能性が高いことが示唆された。 

養子縁組仲介については、研究分担者である森口が厚生労働省の「児童虐待対応における司法
関与及び特別養子縁組制度の利用促進の在り方に関する検討会」に参加し、特別養子縁組制度
の現状と改正点について専門家と意見交換を行ったほか、養子縁組斡旋団体や養子縁組当事者
にもヒアリングを行った。その後、日本における養子制度の展開についてまとめたほか、西欧
と東アジアにおける養子制度の発展の比較を行い、制度の多様性の歴史的起源を明らかにした。
研究成果の一端は、2018 年度にボストンで開催された世界経済史学会において報告されている。 

(C)不動産仲介については、会計制度や税制の変更、外国人投資家の参入や親善災害に伴う不動
産売買の様態の変化や結果について、不動産価格形成という観点から分析を進めた。具体的に
は、1980 年代後半から 2000 年代初頭までの東京都における土地取引の登記情報を収集・集計
するとともに、それを土地利用状況に関する情報と接合する作業を実施した。前者は、国土交
通省が実施していた土地取引監視区域内における取引を把握する登記情報、後者は、東京都が
5 年に一度実施する土地利用現況調査に基づくものである。これらを 1km メッシュごとに集計
し、バブル期を含む 20 年間にわたる土地取引の実態と、それが中長期的な土地利用の効率性に
及ぼす影響を把握するための材料を準備した。また、自然災害が不動産の価値に負の影響を及
ぼし、それが企業や銀行のバランスシートを仲介して、企業の資金調達を制約することを調べ
た論文を含む、企業-銀行間関係を通じたショックの伝播に関する研究をまとめた。 

(D)小売卸売仲介については、マダガスカルの米流通の仲介についてデータを収集した。具体的
には、農村・都市間の流通を仲介する産地の集米商や産地問屋に対して、日次の取引データ収
集、産地問屋・ブローカーの定性調査、フォローアップ調査を実施した。これらの調査から、
多数の零細な仲介者が地理的に広く分布しており、サーチコストが高いこと、産地問屋や都市
商人と関係的取引関係を築いており、これがサーチや参入の阻害要因となっている恐れがある
こと、ブローカーが売り手と買い手をマッチングさせる重要な役割を担っていること、などが
明らかとなった。 

(E)政策仲介については、労働法などに関する専門的知識を有する仲介者の存在が、とくに劣位
な労働条件とどう関わるかに注目して分析を進めた。特に雇用契約期間が不明である非正規雇
用者、就職氷河期に学校を卒業した就業困難者等、就業不安定および長期無業の状態にある人々
について、最終的に安定的な就業に移行可能とするマッチングのあり方について、実証分析と
事例研究を重ねた。その結果、就業面と福祉面のワンストップによる総括的な支援が、持続的
な困難にある人々とその家族に対しては不可欠であることなどの結論が導かれた。 
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